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第９節 植物 

９－１ 調査 

１．調査方法 

各調査項目における調査方法及び調査頻度、時期等を表 4-9-1 に示す。 

 

表 4-9-1 現地調査内容（植物） 

環境要素 調査項目 調査方法 調査頻度・時期等 

植物 

・植物相 

・植生 

・土壌 

・注目すべき個

体、集団、種及び

群落 

・保全機能等 

植物相 

調査範囲を踏査し、目視によ

り種子植物及びシダ植物を

基本とした出現種（帰化植物

を含む）を記録 

現地での同定が困難なもの

については、影響に配慮しな

がら標本を採取し同定 

早春季、春季、夏季、秋

季（4季） 

植生 
植物社会学的手法により現

存植生図作成 
夏季、秋季、春季（3 季） 

土壌 

植生調査に基づき、分類、

構造及び土壌生産力等を推

定し、現地調査により確認 

2 回 

注目すべき個体、

集団、種及び群落 

注目すべき個体、集団、種及

び群落を確認した場合に、生

育地の日照条件、土壌条件、

斜面方位、周辺植生等の環境

を計測 

早春季、春季、夏季、秋

季（4 季） 

保全機能等 

既存文献等を参考に、地

形・地質、水象、動物又は

植生等の調査に基づき、植生

の有する保全機能等を推測 

植物、動物その他の調査

結果の解析 

 

 

２．調査地域及び地点 

植物調査地域は、事業の実施により植物に影響を及ぼすと予想される地域とし、対象事

業実施区域から 200ｍ程度の範囲とした。植物調査地域を図 4-9-1 に示す。 

調査ルートについては、主に湿地周辺の林内を中心としたルートを設定し、ルート以外

にも全体が網羅できるよう調査を行った。 

また、湿地については、湿地ごと詳細な調査を行った。 

植物調査ルートを図 4-9-2 に、群落組成調査地点を図 4-9-3 に、土壌調査地点を図 4-9-4

に示す。 
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図 4-9-1  植物調査地域 
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図 4-9-2 植物調査ルート 
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図 4-9-3 群落組成調査地点 
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図 4-9-4 土壌調査地点 
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３．調査結果 

１） 植物相 

現地調査により、103 科 738 種の植物を確認した。 

対象事業実施区域の確認種数は 626 種、対象事業実施区域外は 507 種であった。分類群

ごとの確認種数を表 4-9-2 に、科ごとの種数及び注目すべき種一覧を表 4-9-3 に示す。確

認種の一覧は資料編に示す。 

対象事業実施区域は、標高 1300m～1500m で冷温帯性の落葉広葉樹が優占する夏緑樹林帯

となっている。代表的な温帯性要素としては、ミズナラ、サクラ類、カエデ類、シラカン

バなどがあげられる。 

また、河川沿いや湿地周辺では、ズミが優占しており、その林床には、サクラソウが広

範囲に生育していた。さらに、湿地では湿生環境を好むエンビセンノウやトキソウ、ミズ

チドリ、ヌマクロボスゲなどが生育していた。 

外来種については、対象事業実施区域で 34 種、対象事業実施区域外で 47 種を確認して

おり、対象事業実施区域の南側では特定外来生物のオオハンゴンソウが生育している状況

であった。 

ミズゴケ群落に生育するミズゴケ類は、クシノハミズゴケ、ワラミズゴケ、オオミズゴ

ケ、コアナミズゴケ、シタミズゴケの 5種を確認した。 

 
表 4-9-2 分類群ごとの植物種数一覧 

 
※1外来種については、以下の文献を基に選定した。 

 ・日本帰化植物写真図鑑―Plant invader600 種（全農協，2001） 

・増補改訂 日本帰化植物写真図鑑 第 2巻: Plant invader 500 種（全農協，2015） 

・我が国の生態系等に被害を及ぼすおそれのある外来種リスト（環境省，2016） 

 
 
 

  

内 外 内 外 内 外

1 5 5 0 5 0 0 0

11 47 43 24 0 0 0 0

4 8 7 8 0 0 0 0

離弁花類 55 314 271 238 3 3 10 15

合弁花類 22 186 155 132 10 4 11 22

10 178 145 105 10 3 7 10

103 738 626 507 28 10 28 47合計

蘚類

シダ植物

種
子
植
物

裸子植物

双子葉類

単子葉類

分類群 科数 種数

確認種 注目種 外来種※1

対象事業実施区域 対象事業実施区域 対象事業実施区域


